「（第2次）自治体セーフティネット研究会」議事録（文責・大阪市政調査会）

第６回研究会（ ２０１１年１月２５日） 

テーマ： 「日本の社会保障制度の特徴と財政の課題」 

報告者：　松本　淳（大阪市立大学） 

【報告要旨】
はじめに

　前回の研究会にも参加し、報告書では「新たなセーフティネット構築のための国および自治体財政の課題」と題するテーマで論文を執筆した。前回執筆した内容からから、さらにどう肉付けしていけるのかという関心とともに、きめ細かな事例研究などを通して自治体セーフティネットの諸課題を明らかにするという今回の研究会メンバーの皆さんとは違って、「財政」という目線から研究する者として、この研究会に正直何を貢献できるのだろうかという課題もふまえて、前回執筆した内容をさらに肉付けするような方向でのレジュメと資料を用意した。
　
１．低位で「老齢年金・医療（・介護）」に集中した日本の公的社会支出
　日本の社会保障には大きく２つの特徴がある。ひとつはその規模が低位であるということである。2005年におけるＯＥＣＤ諸国の公的社会支出総額の対ＧＤＰ比をみると、日本は18.576％であり、アメリカの15.912％よりは大きいものの、イギリス21.29％、ドイツ26.747％、フランス29.173％、スウェーデン29.432%と比べて低位であることがわかる。
　もうひとつの特徴はその構成にある。2005年において、日本はＯＥＣＤのカテゴリーでいう「高齢」と「保健」で公的社会支出総額の80%を占めている。「高齢」の現金給付である「老齢年金等」が39.90％、現物給付である「介護」が6.46%と、合計で46.37％を占め、「保健」は医療であるが公的社会支出の33.99％を占める。国際比較すれば、アメリカは日本と比較的似通って「高齢」33.32％・「保健」43.73％となっているが、大陸ヨーロッパ諸国では「高齢」「保健」に偏った支出となっていない。たとえばスウェーデンでは「高齢」（32.57％）・「保健」（23.01％）の２つを足しても公的社会支出総額の55%強にすぎない。

　では、日本はどの分野が薄いのか。「高齢」「家族」「積極的労働市場政策」の各支出の2007年における対ＧＤＰ比をＯＥＣＤ諸国との比較でみると、日本は「高齢」の対ＧＤＰ比は8.8%となっており、イタリア11.7%、フランス11.1％、スウェーデン9.0%などの上位諸国と比べてもそれなりの水準にある。ちなみにＯＥＣＤ平均は6.4%である。一方、「家族」の対ＧＤＰ比は0.8%で、この分野ではハンガリー3.5%、スウェーデン3.4%、デンマーク3.3%、イギリス3.2%、フランス3.0%などが上位で、ＯＥＣD平均は2.0％。「積極的労働市場政策」では日本は0.2%であるが、デンマーク1.3%、ベルギー1.2%、オランダとスウェーデンが1.1％と上位を占め、ＯＥＣＤ平均は0.5%となっている。「家族」「積極的労働市場政策」といった現物・サービス給付の薄さがわかる。
　しかも日本における「高齢」支出が高まるのはこれからである。世界に類をみないスピードで進行する高齢化によって、「高齢」とりわけその現金給付である「老齢年金」の規模が大きくなるのは必然で、2009年に50兆円を超えた給付額は2025年には65兆円に達すると推定されている。
　また、公的社会支出を現金給付と現物給付とに分けてみた場合、この間、他のＯＥＣＤ各国では傾向として公的社会支出に占める現物給付の割合を高めつつあるのに比べて、日本は現物給付が低下し現金給付が上昇するという、まったく逆の傾向にあることも特徴といえよう。
　さらに、私的部門の社会支出にも考慮する必要がある。ＯＥＣＤは2000年から、公的社会支出に加えて民間部門が提供する社会支出も算出している。なお、私的部門の社会的支出は、政府によって義務づけがなされている義務的民間部門社会支出と義務づけがない任意的民間部門社会支出に分類される。公的社会支出にこれら私的部門も加えた社会支出をみると、たとえば、アメリカは公的社会支出の対ＧＤＰ比は16.2%にすぎないが、義務的民間部門社会支出（0.3%）と任意的民間部門社会支出（10.2％）を加えると、合計で26.7％となる。同じように算出した日本のそれは22.4％（公的18.7%・義務的民間0.6%・任意的民間3.1%）であり、日米は逆転する。民間部門による社会支出を加えると、福祉国家の姿は多様であること、日本は公私両部門の社会支出のレベル（対ＧＤＰ比）でも低位にあることに留意が必要である。
２．公的年金制度にみる日本の社会保障制度の課題
　次に、財政的側面も考えながら日本の年金制度の特徴をみてみたい。日本の年金制度は限界に達していると考えるが、どういう意味合いで限界なのか、大きく２つのことから考えてみたい。
ひとつは、日本の年金制度は制度が分立した形で成立していることが特徴であり、1985年に基礎年金を創設することで年金制度に財政調整制度を導入したわけである。国民年金という構造的に財政赤字を生み出さざるを得ない年金制度を、他の年金制度との財政調整で維持するということにしたのである。より具体的には基礎年金拠出金について、国民年金は実際の拠出金算定対象者数より少なく按分され、厚生年金・共済組合は拠出金算定対象者数よりも多く按分されることで、財政調整が図られているのである。この財政調整システムと同様のシステムが高齢者医療制度でも介護保険制度でも行われているが、財政調整の仕組み・流れがたいへん不透明で複雑な制度となっており、国民の納得も得にくい制度の実態にある。そういう意味で限界に達していると考えている。
もうひとつは非正規雇用と国民皆年金の崩壊ということである。国民年金の第1号被保険者の職業構成が変化し、非就業者・非正規雇用者が多くを占めるようになってきたということと、非正規雇用者の増加とともに保険料の未納・滞納の増加し、国民年金の空洞化がさらに進むという問題が密接に関連しながら進行している。国民年金加入者の就業状況割合（2008年調査）をみると、臨時・パートが26.1%、無職が30.6%、不詳が3.8%で計60.5％と６割を占め、一方で自営業者等（自営業主15.9%、家族従事者10.3%）は４分の１を占めるにすぎない。また、2008年度の国民年金の未納率を年齢階級別にみても、20~24歳が48.6%、25~29歳50.6%、30~34歳46.1%などとなっており、国民皆年金は事実上成り立たず、年金空洞化の問題が今後も深刻化するであろうことを示している。非正規雇用者の７割以上が年収200万円以下という低所得の実態にあるということが、年金未納・滞納の大きな理由・背景としてあろう。
さらにこうした実態は、長期的にみて無年金者を多数生みだす可能性とともに、年金未納者本人の問題にとどまらず、将来大きな追加的費用が発生する危険性があることを示している。
３．日本の社会保障と消費税
　近年、政治家や研究者のなかで、消費税の問題が基礎年金の財源として期待され議論されている。なぜ基礎年金の財源として消費税が期待されるのか。ひとつは、財務省がよくいう、税収の安定性である。もうひとつ消費税が期待される大きな理由として、世代間の再分配、世代間の格差を修正するためであるという議論もある。年金を念頭に置いたことだと思うが、年金は若年世代から高齢世代への所得再分配が非常に強く、近年その要素がさらに大きくなってきている。
こうしたなかで、所得税や社会保険料のような労働所得を課税ベースとする財源に頼ると勤労世代に過重な負担がかかってしまう。これに対して、消費税は所得がなくても消費をすれば税負担が発生するということで、高齢者、とりわけ高所得の高齢者にも応分の負担をしてもらおうということが背景にあって、消費税によって世代間の所得再分配を是正することに意味があるというような議論があるが、私自身はこうした議論に疑いの目を向ける必要があると考えている。
家計調査を用い所得階級別に消費税負担額を求める研究は数多く存在する。税の逆進性をみるためであるが、年齢階級別に同じ作業をしてみたらどうなるのだろうか。そう考え作業をしてみると、確かに60~64歳・64~69歳・70歳以上では、所得が少ないために消費税の負担割合が高い。しかし、高齢者世代の負担割合が高く、若年世代の負担割合が低いと断定することはできない。たとえば60歳以上を除いてみると、ぐねぐねした曲線となって、一番負担が少ないのは30~34歳で、そこから40歳代後半まで負担が上がっていくが、50歳代に入ると負担割合が下がっている。また20歳代に消費税負担が重い。したがって、単純に消費税で高齢者にも応分の負担をということにはならず、きめ細かな分析と議論が求められている。ライフサイクルでみれば、また異なった議論ができると思うが、20歳前半を中心に20歳代に消費税の負担が重いのは事実であり、消費税についてももう少し細かな議論が必要であると思われる。
最後に、消費税の使途の話であるが、消費税（国税分）の使途は、1999年から予算総則のなかで、消費税は基礎年金・老人医療・介護に充当すると明記されている。これをもって消費税の福祉目的化ということもよくいわれている。2010年度の予算においては、福祉予算総額（消費税を充てる基礎年金・老人医療・介護の合計額）は16.56兆円で、うち消費税収入分が6.79兆円で、内訳は基礎年金が9.88兆円（59.7%）、老人医療が4.6兆円（27.8％）、介護が2.08兆円（12.6％）となっている。したがって福祉予算総額と消費税収入分の「スキマ」が9.76兆円、2010年現在でおよそ10兆円あるのである。この金額は消費税４~５％に相当し、消費税引き上げ議論の念頭にはこの数字があるのだと思う。
近年、消費税増税を匂わすような税と社会保障の一体的改革云々ごとき議論があるが、その核心部分は先ほどの「スキマ」の部分、これを穴埋めしようとする議論である。しかし、福祉予算、とりわけ基礎年金の財源としての消費税の議論だけで収めては問題は解決しない。なぜならば、この議論は国税としての消費税の議論しかされておらず、消費税１％分、消費税の5分の1は地方消費税として地方にわたり、また地方交付税の財源として国税収入のうち29.5%が地方に配分され、地方交付税特別会計に繰り入れられている。すなわち消費税の43.6％が地方消費税と地方交付税として地方に配分されている。このことを含めて今後どうしていくのかということも重要な課題で、そうしたことを含めて国民議論の俎上に乗せることが必要であろう。この問題を抜きに、たとえば社会保障目的税などその使い道を縛る短絡的議論は危険である、現物給付としてのニーズの増加とその財源としての議論も求められている。
【研究会議論要旨】
1 公的社会支出をめぐって

・公的社会支出の対ＧＤＰ比で、「障がい・業務災害・傷病」の項目は日本0.7%、アメリカ1,3％、スウェーデン5.6％、ＯＥＣＤ平均2.3％とあるが、この部門における日本の低位に改めて気付かされた。公的社会支出総額に占める「障がい・業務災害・傷病」の割合でも日本は3.77%と、スウェーデン19.03％などと比較して極めて低位である。これは日本の大きな特徴といえるかも知れない。また、ひきこもりといわれる若者のなかには、明らかに障がいを持つと思われる若者が一定数存在するといわれているが、そのほとんどは障がい者と認定されていない実態がある。スウェーデンなどに比べて障がいの概念が狭いという問題もあると思われる。
・日本の公的社会支出の対ＧＤＰ比が18.7%、任意的民間部門社会支出のそれが3.1%、義務的民間部門社会支出が0.6%ということであるが、対ＧＤＰ比3.1%を占める任意的民間部門社会支出とは何か。任意的民間部門社会支出の対ＧＤＰ比は、2001年が3.1%、2005年2.5%、2006年2.4%、2007年3.1%と推移してきている。その中身は恐らく企業年金の給付ではないかと思われる。

・公的社会支出においては、老齢年金に特化した現金給付シフトから、多様なサービス・現物給付シフトへと転換していくことが必要だが、現物給付の中身が真にニーズに沿ったものとなるよう現物給付そのものの改革も求められている。
2 公的年金制度をめぐって

・国民年金の保険料は収入の多寡にかかわらず定額（月15,100円）であるが、定額保険料は低所得者に対して非常に負担の重い制度となっている。非正規労働者の増加を考えれば、年金空洞化も当然である。税を財源とする最低保障年金制度の創設と、すべての国民が現役時の所得に応じて年金拠出金を負担する所得比例年金制度の創設が求められている。
・女性の年齢階級別労働力率を表した、いわゆるＭ字型カーブ（子育て期にいったん低下して再び上昇する）にも近年変化がみられ、子育て期にある女性の働く割合が顕著に増えている。そうした変化を含めて年金制度の再構築の議論が必要であろう。
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